
1 

○

経
済
産
業
省
・
財
務
省
・
内
閣
府
関
係
株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫
法
施
行
規
則
第
八
十
三
条
第
一
項
第
五
号
ニ
、
第
八
十
四
条
第
三
号
ハ
及
び
第
八
十
六
条

の
規
定
に
基
づ
き
、
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
等
に
つ
い
て
経
済
産
業
大
臣
、
財
務
大
臣
及
び
金
融
庁
長
官
が
別
に
定
め
る
事
項
（
平
成
二
十
年
金
融
庁
・
財
務
省
・

経
済
産
業
省
告
示
第
三
号
）

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線

で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）

は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象

規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ

を
加
え
る
。
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２
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ブ
取
引
等
に
関
す
る
再
構
築
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額に 1.4 を乗じた額 

5  
デリバティブ取引等に関する PFEの

額に 1.4 を乗じた額 

6  

連結貸借対照表から控除されてい

るデリバティブ取引等に関連して

差し入れた担保の対価の額 

［7～22 略］ 

（注）

（１）オン・バランス資産の額

  a  「連結レバレッジ比率の範囲に含まれない子法人等の資産の額」とは、レバレッ

ジ比率告示第三条第二項の規定により、連結レバレッジ比率の算出において連結の

範囲に含まれない子法人等に係る資産の額をいう。 

  b  「連結レバレッジ比率の範囲に含まれる子会社の資産の額（連結貸借対照表にお

ける総資産の額に含まれる額を除く。）」とは、レバレッジ比率告示第三条第一項た

だし書の規定により、連結レバレッジ比率の算出において連結の範囲に含まれる子

会社に係る資産の額をいう。 

  c  「連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目以外の資産の額」

の欄には、レバレッジ比率告示第七条第一号から第三号までに掲げる額の合計額を

記載すること。 

  d  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示（レバレッジ比

率告示附則第四条第一項に規定する旧計算告示をいう。以下同じ。）第六条及び第

コストの額 

5  
デリバティブ取引等に関するアドオ

ンの額 

デリバティブ取引等に関連して現金

で差し入れた証拠金の対価の額 

6  

連結貸借対照表から控除されている

デリバティブ取引等に関連して現金

で差し入れた証拠金の対価の額 

［7～22 同左］ 

（注）

  a 「国際様式の該当番号」とは、バーゼル銀行監督委員会により平成二十六年一月

十二日に公表されたレバレッジ比率の枠組みと開示要件と題する文書の表 1 及び

表 2 に記載された番号をいう。 

  b 連結レバレッジ比率は、小数点第三位以下を切り捨て小数点第二位までを記載す

ること。 

  c 本様式における「当期末」、「前期末」の表記につき、中間事業年度の開示におい

ては「当中間期末」、「前中間期末」と、四半期の開示においては「当四半期末」、

「前四半期末」とそれぞれ読み替えるものとする。 

  d  本様式に定める各項目につき、自金融機関で該当する額が無い場合は行を削除せ

ず、「－」を記載すること。 
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七条の規定によってオン・バランス資産の額及びデリバティブ取引等に関する額を

算出する場合には、「連結貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目

以外の資産の額」の欄には、旧計算告示第六条第一号から第三号までに掲げる額の

合計額を記載すること。 

  e  「Tier1 資本に係る調整項目の額」の欄には、レバレッジ比率告示第七条第四号

及び第五号に掲げる額の合計額を記載すること。 

（２）デリバティブ取引等に関する額 

  a  「デリバティブ取引等に関する RC の額に 1.4 を乗じた額」とは、レバレッジ比率

告示第八条第一項第一号に掲げる合計額をいう。 

  b  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定に

よってデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、項番４と項番５との間

に「デリバティブ取引等に関する再構築コストの額」との名称の項（項番を付さな

いこと。）を追加すること。この場合において、当該項には、旧計算告示第七条第

二項第一号に掲げる合計額を記載すること。 

  c  「デリバティブ取引等に関する PFE の額に 1.4 を乗じた額」とは、レバレッジ比

率告示第八条第一項第二号に掲げる合計額をいう。 

  d  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定に

よってデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、項番５と項番６との間

に「デリバティブ取引等に関するアドオンの額」との名称の項（項番を付さないこ

と。）を追加すること。この場合において、当該項には、旧計算告示第七条第二項

第二号に掲げる合計額を記載すること。 

  e  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定に

よってデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、項番５と項番６との間
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に「デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額」との名称

の項（項番を付さないこと。）を追加すること。この場合において、当該項には、

旧計算告示第七条第一項第二号に掲げる合計額（（２）g の額を除く。）を記載する

こと。 

  f  「連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して差し入れた

担保の対価の額」の欄には、レバレッジ比率告示第六条第二項における、デリバテ

ィブ取引等により生ずる債務の額と相殺された当該デリバティブ取引等に関連し

て差し入れた担保の対価の額を記載すること。 

  g  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定に

よってデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、項番６と項番７との間

に「連結貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して現金で差し

入れた証拠金の対価の額」との名称の項（項番を付さないこと。）を追加すること。

この場合において、当該項には、旧計算告示第七条第十一項における、デリバティ

ブ取引等により生ずる債務の額と相殺された当該デリバティブ取引等に関連して

現金で差し入れた証拠金の対価の額を記載すること。 

  h  「デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の額のうち

控除する額」の欄には、レバレッジ比率告示第八条第三項における、����の額を

記載すること。 

  i  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定に

よってデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、「デリバティブ取引等

に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の額のうち控除する額」の欄には、

旧計算告示第七条第十二項における、デリバティブ取引等に関連して現金で差し入

れた証拠金の対価の額から控除した変動証拠金の額を記載すること。 
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  j  「クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想

定元本の額」とは、レバレッジ比率告示第八条第一項第三号に掲げる合計額（同条

第八項の規定によりプロテクションを購入したクレジット・デリバティブの想定元

本の額を控除する前の額）をいう。 

  k  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定に

よってデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、「クレジット・デリバ

ティブのプロテクションを提供した場合における調整後想定元本の額」の欄には、

旧計算告示第七条第二項第三号に掲げる合計額（同条第九項の規定によりプロテク

ションを購入したクレジット・デリバティブの想定元本の額を控除する前の額）を

記載すること。 

  l  「クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想

定元本の額から控除した額」の欄には、レバレッジ比率告示第八条第八項の規定に

より、商工組合中央金庫又は連結子法人等がプロテクションを提供したクレジッ

ト・デリバティブの想定元本の額から控除した、商工組合中央金庫又は連結子法人

等がプロテクションを購入したクレジット・デリバティブの想定元本の額の合計額

を記載すること。 

  m  レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定に

よってデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、「クレジット・デリバ

ティブのプロテクションを提供した場合における調整後想定元本の額から控除し

た額」の欄には、旧計算告示第七条第九項の規定により、商工組合中央金庫又は連

結子法人等がプロテクションを提供したクレジット・デリバティブの想定元本の額

から控除した、商工組合中央金庫又は連結子法人等がプロテクションを購入したク

レジット・デリバティブの想定元本の額の合計額を記載すること。 



6 

（３）レポ取引等に関する額 

  a  「レポ取引等に関する資産の額」とは、レバレッジ比率告示第九条第一項第一号

に掲げる合計額（同条第二項の規定により現金の支払債務の額を控除する前の額）

をいう。 

  b  「レポ取引等に関する資産の額から控除した額」の欄には、レバレッジ比率告示

第九条第二項の規定により、現金の受取債権の額から控除した現金の支払債務の額

を記載すること。 

  c  「レポ取引等に関するカウンターパーティ・リスクのエクスポージャーの額」と

は、レバレッジ比率告示第九条第一項第二号に掲げる合計額をいう。 

（４）オフ・バランス取引に関する額 

  a  「オフ・バランス取引の想定元本の額」の欄には、レバレッジ比率告示第十条第

二項におけるオフ・バランス取引に係る想定元本の額（掛目を乗じる前の額）、同

条第三項におけるオフ・バランス取引の対象資産に係る想定元本の額（掛目を乗じ

る前の額）及び同条第四項におけるオフ・バランス取引の証券化エクスポージャー

の名目額（掛目を乗じる前の額）の合計額を記載すること。 

  b  「オフ・バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額」の欄には、

レバレッジ比率告示第十条第二項第三項又は第四項の規定によりエクスポージャ

ーの額を算出するに当たり、オフ・バランス取引に係る想定元本の額又は名目額か

ら控除した額の合計額を記載すること。 

（５）連結レバレッジ比率 

  a  「資本の額」とは、自己資本比率告示第二条第二号の算式に規定する Tier1 資本

の額をいう。 

  b  連結レバレッジ比率は、小数点第三位以下を切り捨て小数点第二位までを記載す
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ること。 

（６）その他 

  a  「国際様式の該当番号」とは、バーゼル銀行監督委員会により平成二十六年一月

十二日に公表されたレバレッジ比率の枠組みと開示要件と題する文書の表 1 及び

表 2に記載された番号をいう。 

  b  本様式における「当期末」、「前期末」の表記につき、中間連結会計年度の開示に

おいては「当中間期末」、「前中間期末」と、四半期の開示においては「当四半期末」、

「前四半期末」と、それぞれ読み替えるものとする。 

  c  本様式に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合は、行を削除

せず、「－」を記載すること。 

（別紙様式第八号）

（単位：百万円、％）

KM１:主要な指標（単体） 

国際様式

の該当番

号 

イ ロ ハ ニ ホ 

当四半

期末 

前四半

期末 

前々四

半期末

ハの前

四半期

末 

ニの前

四半期

末 

[略]  

12 単体資本バッ

ファー比率 

単体レバレッジ比率 

（別紙様式第八号）

（単位：百万円、％）

KM１:主要な指標（単体） 

国際様式

の該当番

号 

イ ロ ハ ニ ホ 

当四半

期末 

前四半

期末 

前々四

半期末

ハの前

四半期

末 

ニの前

四半期

末 

[同左] 

12 単体資本バッ

ファー比率 
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13 総エクスポー

ジャーの額 

14 単体レバレッ

ジ比率 

（注）

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及びレバレ

ッジ比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

［a・b 略］ 

c 項番 13「総エクスポージャーの額」及び項番 14「単体レバレッジ比率」の項におけ

るロ欄「前四半期末」、ハ欄「前々四半期末」、ニ欄「ハの前四半期末」及びホ欄「ニ

の前四半期末」が平成三十一年三月三十一日前となる場合には、当該欄は記載するこ

とを要しない。 

d ［略］

e ［略］

f ［略］

（別紙様式第九号）

（単位：百万円、％）

［表略］ 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示及びレバレ

ッジ比率告示において使用する用語の例によるものとする。 

（注）

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示において使

用する用語の例によるものとする。 

［a・b 同左］ 

 ［加える。］

c ［同左］

d ［同左］

e ［同左］

（別紙様式第九号）

（単位：百万円、％）

［同左］ 

（注） 

この面において使用する用語は、特段の定めがない限り、自己資本比率告示において使

用する用語の例によるものとする。 
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［
a～

d
 
略
］

［
a～

d
 
同
左
］
 
備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。
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［（別紙様式第五号） 別紙］

［（第一面）］

（単位：百万円、％）

国 際 様 式

（表 21）
の 該 当 番

号

国際様式

（表 12）
の該当番

号

項目 当期末 前期末

オン・バランス資産の額 （１）

1  調整項目控除前のオン・バランス資産の額

1a 1 貸借対照表における総資産の額

1b 3 貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目以外の資産の額（△）

2 7 Tier1 資本に係る調整項目の額（△）

3  オン・バランス資産の額     （イ）

デリバティブ取引等に関する額 （２）

4 デリバティブ取引等に関する RC の額に 1.4 を乗じた額 

5 デリバティブ取引等に関する PFE の額に 1.4 を乗じた額 

6 貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して差し入れた担保

の対価の額

7 デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の額のうち

控除する額（△）

8 清算会員である商工組合中央金庫が補償を義務付けられていない顧客とのトレ

ード・エクスポージャーの額（△）
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9  クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想

定元本の額

10  クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想

定元本の額から控除した額（△）

11 4 デリバティブ取引等に関する額                   （ロ）

レポ取引等に関する額 （３）

12  レポ取引等に関する資産の額

13  レポ取引等に関する資産の額から控除した額（△）

14  レポ取引等に関するカウンターパーティ・リスクのエクスポージャーの額

15  代理取引のエクスポージャーの額

16 5 レポ取引等に関する額                       （ハ）

オフ・バランス取引に関する額 （４）

17  オフ・バランス取引の想定元本の額

18  オフ・バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額（△）

19 6 オフ・バランス取引に関する額                   （ニ）

単体レバレッジ比率 （５）

20  資本の額                             （ホ）

21 8 総エクスポージャーの額（（イ）＋（ロ）＋（ハ）＋（ニ））      （へ）

22  単体レバレッジ比率                   （（ホ）／（へ））

（注）

（１）オン・バランス資産の額

  a 「貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目以外の資産の額」の欄には、レバレッジ比率告示第五条第一項において読

み替えて準用するレバレッジ比率告示第七条第一号から第三号までに掲げる額の合計額を記載すること。
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  b レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示（レバレッジ比率告示附則第四条第一項に規定する旧計算告示をい

う。以下同じ。）第六条及び第七条の規定によってオン・バランス資産の額及びデリバティブ取引等に関する額を算出する場合には、

「貸借対照表における総資産の額から控除される調整項目以外の資産の額」の欄には、旧計算告示第六条第一号から第三号までに掲げ

る額の合計額を記載すること。この場合において、旧計算告示第六条中「連結貸借対照表（第三条に定める連結の範囲について作成し

た連結貸借対照表をいう。以下同じ。）」とあるのは、「貸借対照表」と読み替えるものとする。

  c 「Tier1 資本に係る調整項目の額」の欄には、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み替えて準用するレバレッジ比率告示第

七条第四号及び第五号に掲げる額の合計額を記載すること。

（２）デリバティブ取引等に関する額

  a 「デリバティブ取引等に関する RC の額に 1.4 を乗じた額」とは、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み替えて準用するレバ

レッジ比率告示第八条第一項第一号に掲げる合計額をいう。

  b レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定によってデリバティブ取引等に関する額を算出する場

合には、項番４と項番５との間に「デリバティブ取引等に関する再構築コストの額」との名称の項（項番を付さないこと。）を追加し

た上、旧計算告示第七条第二項第一号に掲げる合計額を記載すること。この場合において、旧計算告示第七条第二項中「商工組合中央

金庫又は連結子法人等」とあるのは、「商工組合中央金庫」と読み替えるものとする。

  c 「デリバティブ取引等に関する PFE の額に 1.4 を乗じた額」とは、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み替えて準用するレ

バレッジ比率告示第八条第一項第二号に掲げる合計額をいう。

  d レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定によってデリバティブ取引等に関する額を算出する場

合には、項番５と項番６との間に「デリバティブ取引等に関するアドオンの額」との名称の項（項番を付さないこと。）を追加した上、

旧計算告示第七条第二項第二号に掲げる合計額を記載すること。この場合において、旧計算告示第七条第二項中「商工組合中央金庫又

は連結子法人等」とあるのは、「商工組合中央金庫」と読み替えるものとする。

  e レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定によってデリバティブ取引等に関する額を算出する場

合には、項番５と項番６との間に「デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額」との名称の項（項番を付さな

いこと。）を追加すること。この場合において、当該項には、旧計算告示第七条第一項第二号に掲げる合計額（（２）g の額を除く。）
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を記載すること。

  f 「貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して差し入れた担保の対価の額」の欄には、レバレッジ比率告示第五条

第一項において読み替えて準用するレバレッジ比率告示第六条第二項における、デリバティブ取引等により生ずる債務の額と相殺され

た当該デリバティブ取引等に関連して差し入れた担保の対価の額を記載すること。

  g レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定によってデリバティブ取引等に関する額を算出する場

合には、項番６と項番７との間に「貸借対照表から控除されているデリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額」

との名称の項（項番を付さないこと。）を追加した上、旧計算告示第七条第十一項における、デリバティブ取引等により生ずる債務の

額と相殺された当該デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額を記載すること。この場合において、旧計算告

示第七条第十一項中「連結貸借対照表上」とあるのは、「貸借対照表上」と読み替えるものとする。

  h 「デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の額のうち控除する額」の欄には、レバレッジ比率告示第五条

第一項において読み替えて準用するレバレッジ比率告示第八条第三項における、����の額を記載すること。

  i レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定によってデリバティブ取引等に関する額を算出する場

合には、「デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた変動証拠金の対価の額のうち控除する額」の欄には、旧計算告示第七条第

十二項における、デリバティブ取引等に関連して現金で差し入れた証拠金の対価の額から控除した変動証拠金の額を記載すること。こ

の場合において、旧計算告示第七条第十二項中「商工組合中央金庫又は連結子法人等」とあるのは、「商工組合中央金庫」と読み替え

るものとする。

  j 「クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想定元本の額」とは、レバレッジ比率告示第五条第一

項において読み替えて準用するレバレッジ比率告示第八条第一項第三号に掲げる額（同条第八項の規定によりプロテクションを購入し

たクレジット・デリバティブの想定元本の額を控除する前の額）をいう。

  k レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定によってデリバティブ取引等に関する額を算出する場

合には、「クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想定元本の額」の欄には、旧計算告示第七条第

二項第三号に掲げる額（同条第九項の規定によりプロテクションを購入したクレジット・デリバティブの想定元本の額を控除する前の

額）を記載すること。この場合において、旧計算告示第七条第二項中「商工組合中央金庫又は連結子法人等」とあるのは、「商工組合
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中央金庫」と読み替えるものとする。

  l 「クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想定元本の額から控除した額」の欄には、レバレッジ

比率告示第五条第一項において読み替えて準用するレバレッジ比率告示第八条第八項の規定により、商工組合中央金庫がプロテクショ

ンを提供したクレジット・デリバティブの想定元本の額から控除した、商工組合中央金庫がプロテクションを購入したクレジット・デ

リバティブの想定元本の額の合計額を記載すること。

  m レバレッジ比率告示附則第四条第一項の規定により、旧計算告示第七条の規定によってデリバティブ取引等に関する額を算出する場

合には、「クレジット・デリバティブのプロテクションを提供した場合における調整後想定元本の額から控除した額」の欄には、旧計

算告示第七条第九項の規定により、商工組合中央金庫がプロテクションを提供したクレジット・デリバティブの想定元本の額から控除

した、商工組合中央金庫がプロテクションを購入したクレジット・デリバティブの想定元本の額の合計額を記載すること。この場合に

おいて、旧計算告示第七条第九項中「商工組合中央金庫又は連結子法人等」とあるのは、「商工組合中央金庫」と読み替えるものとす

る。

（３）レポ取引等に関する額

  a 「レポ取引等に関する資産の額」とは、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み替えて準用するレバレッジ比率告示第九条第

一項第一号に掲げる額（同条第二項の規定により現金の支払債務の額を控除する前の額）をいう。

  b 「レポ取引等に関する資産の額から控除した額」の欄には、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み替えて準用するレバレッ

ジ比率告示第九条第二項の規定により、現金の受取債権の額から控除した現金の支払債務の額を記載すること。

  c 「レポ取引等に関するカウンターパーティ・リスクのエクスポージャーの額」とは、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み

替えて準用するレバレッジ比率告示第九条第一項第二号に掲げる合計額をいう。

（４）オフ・バランス取引に関する額

  a 「オフ・バランス取引の想定元本の額」の欄には、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み替えて準用するレバレッジ比率告

示第十条第二項におけるオフ・バランス取引に係る想定元本の額（掛目を乗じる前の額）、同条第三項におけるオフ・バランス取引の

対象資産に係る想定元本の額（掛目を乗じる前の額）及び同条第四項におけるオフ・バランス取引の証券化エクスポージャーの名目額

（掛目を乗じる前の額）の合計額を記載すること。
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  b 「オフ・バランス取引に係るエクスポージャーの額への変換調整の額」の欄には、レバレッジ比率告示第五条第一項において読み替

えて準用するレバレッジ比率告示第十条第二項、第三項又は第四項の規定によりエクスポージャーの額を算出するに当たり、オフ・バ

ランス取引に係る想定元本の額又は名目額から控除した額の合計額を記載すること。

（５）単体レバレッジ比率

  a 「資本の額」とは、自己資本比率告示第十四条第二号の算式に規定する Tier1 資本の額をいう。

  b 単体レバレッジ比率は、小数点第三位以下を切り捨て小数点第二位までを記載すること。

（６）その他

  a 「国際様式の該当番号」とは、バーゼル銀行監督委員会により平成二十六年一月十二日に公表されたレバレッジ比率の枠組みと開示

要件と題する文書の表 1及び表 2に記載された番号をいう。

  b 本様式における「当期末」、「前期末」の表記につき、中間事業年度の開示においては「当中間期末」、「前中間期末」と、四半期の開

示においては「当四半期末」、「前四半期末」と、それぞれ読み替えるものとする。

  c 「前期末」、「前中間期末」及び「前四半期末」が平成三十一年三月三十一日前となる場合には、当該欄は記載することを要しない。

  d 本様式に定める各項目につき、自金融機関で該当する額がない場合は、行を削除せず、「－」を記載すること。


